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第１　はじめに－本書面の目的・構成
１　空襲による被害の特質
　原告らは、訴状において、空襲による被害の特質として、次のように述べた。
　すなわち、①被害者が何ら戦闘装備を有さず、全く無力化していることが明らか状態でなされたこと、②被害者は戦闘員ではなく民間人であること、③退路も全く断つ形での広範囲な無差別攻撃であること、④焼夷弾自体による熱と火災による焼死など、極めて非人道的で残酷な攻撃であること、等の事情からして、戦争による諸々の被害のうち、最も過酷な被害の部類に属するものである。
　さらに、第１準備書面において、以下の点を明らかにした。
　すなわち、空襲下においては、民間人でありながら、罰則をもって防空義務を課され、避難も制限され、しかも避難回避のための情報については極めて不十分のみならず、時には欺罔的な情報しか与えられないまま、悲惨な被害を被った。
　このような空襲被害者は、戦闘行為に従事した軍人、あるいは軍務に従事した軍属に比して、必ずしも、その危険性や被害の悲惨さが劣るものではなく、むしろ、民間人である以上、戦争に巻き込まれることがあってはならないという意味では、その被害は、軍人等の場合より重大かつ深刻である。
　にもかかわらず、現在までに軍人等に対してなされた補償との格差は、後述のように膨大なものになっており、しかも、そのような大きな格差を生じさせる合理的理由は、現在において到底見いだすことはできない。
　すなわち、空襲そのものによって直接被った被害が重大かつ深刻であることはいうまでもないが、それだけでなく、戦後に生じた軍人等との格差もまた、無視できない程度に膨大なものになっているのである。

２　本書面の目的及び内容
　本書面においては、まず、軍人等と民間人の空襲被災者との間の大きな格差の内容の一端を明らかにするとともに、そのような格差が放置されることにもはや合理的な理由は見いだせないこと、すなわち、ことは既に立法裁量の問題ではなくなっていることを明らかにする（第２）。
　次に、違法論に関する被告の主張に対する反論、及び原告らの主張の補充及び整理として、まず違法判断の枠組みとなるべき最高裁平成１７年判決について論じる（第３）。その上で、原告らの請求内容のうち、立法不作為に関する点を改めて整理・補充し（第４）、最後に、あるべき裁判所の審理の姿勢について、「総括」として論ずる（第５）。

第２　拡大の一途をたどる補償格差の実態
１　総論－憲法１４条違反
　本件原告らを含めた空襲被災者は、戦傷病者戦没者遺族等援護法その他の立法あるいは行政措置により救済を図られてきた軍人軍属の遺・家族、民間被災者に比較して、全く救済がなされない、あるいはなされたとしても障害年金などの一般的な社会保障の枠内による極めて不十分な救済が講ぜられるのみであった。
　そして、その放置による格差ないし不平等の拡大は、もはや誰の目から見ても合理的に説明できるような状況にはなく、憲法１４条が定める平等原則に明らかに反するものであり、まさに憲法違反の重大性・継続性を示すものである。
　以下、一般空襲被災者と軍人軍属との間でいかに補償の格差が大きいのかを明らかし、次に、空襲被災者が一般民間人であることを理由として補償の対象とされないことに全くの合理性がないことを詳述する。

２　旧軍人軍属に対する補償内容について
（１）戦後補償措置の経緯
戦前の日本の援護立法体系は、１９１７年には軍事救護法（後の軍事扶助法）が公布され、その後１９４２（昭和１７）年には戦時災害保護法及び同法施行令が制定され、これらのもとで、軍人軍属だけでなく、民間人も援護の対象とされていた。
しかし、戦時災害保護法は軍事扶助法同様、１９４６（昭和２１）年９月に廃止された。
これは、ＧＨＱの強調した「無差別平等」原則に基づき、軍人軍属、民間人とを問わず生活困窮者を「無差別平等」に保護する趣旨に基づくものであり、軍人軍属を含む戦災者は生活保護法等一般社会保障法の枠内での補償という体制となった。
そして、生活保護法だけでは社会保障法として十分ではないとされ、１９４７（昭和２２）年に児童福祉法、１９４９（昭和２４）年に身体障害者福祉法が制定された。
すなわち、この時点までは、軍人軍属を含む戦災者は、一般社会保障の枠内において保護が図られることとなっていたのである。
しかし、日本がサンフランシスコ条約を締結し、占領体制から脱した１９５２（昭和２７）年、戦傷病者戦没者遺族等援護法が制定され、翌１９５３（昭和２８）年、軍人恩給法が改正された。これにより、旧軍人軍属に限定して援護が行われることとなり、「無差別平等」原則は後退し、一般戦災者は基本的に一般社会保障法体系の中に残されることとなった。
これ以降、未帰還者留守家族等援護法（１９５３（昭和２８）年）、旧軍人等の遺族に対する恩給の特例に関する法律（１９５６（昭和３１）年）、引揚者給付金等支給法（１９５７（昭和３２）年）、未帰還者に関する特別措置法（１９５９（昭和３４）年）、戦没者等の妻に対する特別給付金支給法、戦傷病者特別援護法（１９６３（昭和３８）年）、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（１９６５（昭和４０）年）、戦傷病者等の妻に対する特別弔慰金支給法（１９６６（昭和４１）年）、戦没者の父母等に対する特別弔慰金支給法（１９６７（昭和４２）年）旧植民地出身軍人軍属（１９８７（昭和６２）年）等、戦災者に関する様々な援護関連法が制定され、戦争被害者に対する救済の範囲は徐々に広がっていった。

（２）旧軍人軍属に対するこれまでの補償の累計
援護費関係の支出累計は、１９５２（昭和２７）年以降から１９９７（平成９）年までで、総計４３兆９９２５億円であり、うち軍人軍属関係が４１兆２１０３億円（全体の９４％）、留守家族、引揚者援護が１３４億円、原爆医療が約２兆４０９５億円、その他の援護関係費（１９６０（昭和３５）年から１９９７（平成９）年）が２３０７億円である（甲Ｂ１号証４頁の図表２）。
そして、軍人軍属関係の恩給と遺族年金の支給額は、現在でも年間平均１兆円近くの予算が組まれている。従って、軍人軍属関係の支出は、２００９（平成２１）年現在時点で５０兆円を優に超える莫大な数字となっていると考えられる。

（３）旧軍人軍属に対する金銭給付の内容                
　ア　元軍人
元軍人に対しては、恩給法による恩給制度がある。恩給の支給額は、次のとおり軍人としての兵役年数と傷病の程度により決せられる。
①　兵役年数による区分
　普通恩給は、在職年数１２年以上（准士官以上の者は１３年以上）の者にのみ支給される（１９４６（昭和２１）年改正（法３１号）以前の恩給法２１条および６１条）。その支給額は、在職年数が長いほど高額となっている。
在職年数１２年未満の者であっても、重度障害（後述の特別項症および第１項症～第７項症）の者に対しては普通恩給および増加恩給が支給される（恩給法４６条１項）。また、軽度障害（後述の第１款症～第４款症）の者に対しては、在職年数１２年未満の場合は恩給という名称の給付は受けられないが、恩給法に基づく障害年金を受けられる。
②　傷害の程度による区分
　障害の程度については、重度障害と軽度障害の場合を分けて次のように定められている。
まず、重度障害については、恩給法４９条ノ２および別表第１号表ノ２が定める症状区分（特別項症および第１項症～第７項症）に応じて、同法４６条１項に基づき普通恩給および増加恩給が支給される。
次に、軽度障害については、恩給法４９条ノ３および別表第１号表ノ３が定める症状区分（第１款症～第４款症）に応じて、同法４６条ノ２に基づき傷病年金が定められている。なお、現行の同法４６条ノ２は、「傷病賜金」と規定しているが、１９５３（昭和２８）年改正（法律第１５５号）以前の同条は「傷病年金」と規定していた。そして、同改正付則３条および２２条により、結局すべての元軍人に対して、現行法ではなく同改正前の同法４６条の２が適用されるので、軽度障害の者には「傷病年金」が支給されることになる。
　
イ　元軍属・準軍属
恩給の対象外となる元軍属・準軍属に対しては、戦傷病者戦没者遺族等援護法７条１項による障害年金制度がある。これには、在職期間の長短による区分はない。
傷害の程度による区分は、恩給法と同一の基準が用いられている。すなわち、重度障害（特別項症および第１項症～第７項症）および軽度障害（第１款症～第４款症）の症状区分と、各区分に応じた障害年金額が定められている（同法７条１項、８条）。
なお、同法に基づく「障害年金」と、次に述べる国民年金法に基づく「障害年金」とは別の制度であるので、注意されたい。

　３　原告ら一般民間人との重大な格差
（１）一般民間人に対する補償内容
空襲被災者である一般戦争被災者は、一般社会保障法の枠内の中での救済にとどめられたため、戦災により障害を受けたとしても、年金を受け取るためには、国民年金法に基づく障害基礎年金を受給する他なかった。
しかし、障害基礎年金を受給するためには、同法独自の基準による障害等級のうち１級もしくは２級（恩給法と比較して重度障害に限られ、その範囲は極めて限定される）に該当しなければならない（国民年金法施行令４条の６および別表）。
また、受け取れる年金の額も、軍人軍属の場合と比較していずれも極めて低額となっている。
これら軍人軍属と民間人の年金補償の内容を概括的にまとめると、末尾の別表のとおりとなる。

（２）原告らが軍人軍属であると仮定した場合の支給額
ア　原告 Ａ 及び同 Ｋ の場合（膝関節以上で一下肢を失ったもの）
　　原告 Ａ は左足の膝から下を失っており、原告 Ｋ は左足の大腿部から下を失っている。両名とも「膝関節以上で一下肢を失ったもの」（障害等級２級）として障害年金を受給している。この２名が受け取っている年金額と、もし同じ障害を有する元軍人軍属であった場合に受給できる金額を比較すると、以下のようになる。

　　・兵役１２年以上の軍人の場合
        普通恩給　　年間１１３万２７００円
　　　　増加恩給　　年間３９２万７０００円 （第３項症第８号）
             合 計      年間５０５万９７００円

　　・兵役５年以内の軍人の場合
        普通恩給　　年間　５６万８４００円
　　　　増加恩給　　年間３９２万７０００円 （第３項症第８号）
             合 計      年間４４９万５４００円

　　・軍属・準軍属の場合
        障害年金　　年間３９２万７０００円 （第３項症第８号）

　　・民間被災者である原告 Ａ 及び同 Ｋ の場合
        障害年金　  年間　７９万２１００円　（障害等級２級）

　　したがって、仮に在職１２年以上の軍人が原告 Ａ 及び同 Ｋ と同程度の障害を負った場合と比較すると、原告 Ａ 及び同 Ｋ が現在受給している障害年金の額とは、年間４２６万７６００円の差が生じる。
　　原告 Ｋ は、１９７４年４月から現在まで３５年間、障害年金を受給してきた（甲Ｄ１１号証の１）。そうすると、原告 Ａ も原告 Ｋ と同じ期間、生涯年金を受給してきたとすれば、原告 Ａ 及び同 Ｋ と同程度の障害を負った在職１２年以上の軍人が、このときから恩給を受けていた場合、現在の貨幣価値で考えれば、累計４２６万７６００円×３５年＝１億４９３６万６０００円もの差が生じていることになるのである。
　　この金額は、本訴において原告ら一人一人が請求している金額（１１００万円）をはるかに上回っている。すなわち、本訴における請求金額は、原告らが現実に被っている損害のごく一部に過ぎないのである。

イ　原告 Ｃ の場合（足関節以上で一下肢を失ったもの）
　　原告 Ｃ は、左膝に鉄の破片の直撃を受けて膝が曲がらないようになり、身体障害等級４級の認定を受けているが、障害年金は受給できておらず、障害に基づく公的給付は何もない状態である。
他方、恩給法における症状区分では、少なくとも「足関節以上で一下肢を失ったもの」（第４項症６号）に相当すると考えられる。したがって、もし軍人または軍属等である場合には、次のような給付を受けられる。

　　・兵役１２年以上の軍人の場合
        普通恩給　　年間１１３万２７００円
　　　　増加恩給　　年間３１０万８０００円 （第４項症第６号）
             合 計      年間４２４万０７００円

　　・兵役５年以内の軍人の場合
        普通恩給　　年間　５６万８４００円
　　　　増加恩給　　年間３１０万８０００円 （第４項症第６号）
             合 計      年間３６７万６４００円

　　・軍属・準軍属の場合
        障害年金　　年間３１０万８０００円 （第４項症第６号）

　　・民間被災者である原告 Ｃ の場合     
       障害年金　支給なし（障害等級１～２級に該当しないため）
　　
　仮に、在職１２年以上の軍人が原告 Ｃ と同程度の障害を負った場合と比較すると、障害年金を受給していない原告 Ｃ とは、年間４２４万０７００円の差が生じるのである。
そして、原告 Ｃ と同程度の障害を負った在職１２年以上の軍人が、１９６４（昭和３９）年（原告 Ｃ が３０歳のとき）から現在までの４６年間、恩給を受給した場合、現在の貨幣価値で考えれば、４２４万０７００円×４６年＝１億９５０７万２２００円もの差が生じていることになる。
　　原告 Ｃ について生じているこの差額も、本訴における請求額をはるかに上回っている。

ウ　 原告 Ｄ の場合（顔面醜状、咀嚼機能障害、手指３本機能廃　　
　止）
　　原告 Ｄ は、顔面や手を含む広範囲に火傷痕のケロイドが残り、口は３分の１しか開かなくなり、左手の親指・薬指・小指は曲がったままになっている。それでも障害等級１～２級には該当しないため障害年金は受給できていない。
　　他方、恩給法における症状区分では、少なくとも「頭部、顔面等に大きい醜状を残したもの」（第４項症）、「咀嚼又は言語の機能を著しく妨げるもの」（第４項症）、「一側のおや指の機能を廃したもの」（第１款症）に相当するため、これら複数の症状を合算して第３項症が認定されるものと考えられる。したがって、もし軍人または軍属等である場合には、次のような給付を受けられる。

　　・兵役１２年以上の軍人の場合
            普通恩給　　年間１１３万２７００円
　　　　　　増加恩給　　年間３９２万７０００円 （第３項症）
             合 計      年間５０５万９７００円

　　・兵役５年以内の軍人の場合
            普通恩給　　年間　５６万８４００円
　　　　　　増加恩給　　年間３９２万７０００円 （第３項症）
             合 計      年間４４９万５４００円

　　・軍属・準軍属の場合
            障害年金　　年間３９２万７０００円 （第３項症）

　　・民間被災者である原告小宮山の場合  
           障害年金　なし（障害等級１～２級に該当しないため）

　　仮に、在職１２年以上の軍人が原告 Ｄ と同程度の障害を負った場合と比較すると、障害年金を受給していない原告 Ｄ とは、年間５０５万９７００円の差が生じるのである。
　　そして、原告 Ｄ と同程度の障害を負った在職１２年以上の軍人が、１９６１（昭和３６）年（原告 Ｄ が３０歳のとき）から現在までの４８年間、恩給を受けていた場合、現在の貨幣価値で考えれば、累計５０５万９７００円×４８年＝２億４２８６万５６００円もの差が生じていることになる。
　　原告 Ｄ について生じているこの差額も、本訴における請求額をはるかに上回っている。

（３）小括
このように、軍人軍属等は、戦後まもなくから様々な立法が制定され
ることにより援護の対象とされ、実に累計５０兆円以上もの手厚い補償がなされてきており、現在でも毎年１兆円規模の予算を組んで補償が継続されている。
他方、空襲被災者に対しては、重度障害を負った者に対してすら一般
社会保障の枠内における極めて不十分な補償の対象としかされず、重度障害に至らない障害を負った者については、全く保障の枠外とされているのである。
このような空襲被災者と軍人軍属との格差は看過することのできな
い状態にあり、一般空襲被災者と軍人軍属の間には、補償についての著しい不平等が生じているといわざるをえないのである。

４　補償の要件として国家との身分関係を要求することに合理的根拠はない
（１）はじめに
　一般戦災者に対し、軍人・軍属等が手厚い補償を受けている点が不合理な差別である、との原告らの主張に対し、国は、答弁書において「（軍人・軍属に関する援護法や被爆者援護法は）これらの法律により援護の対象となる者は、一般国民と異なるものとしての保護を受ける合理性を有するものであるから、空襲被害者に対する立法の不作為が憲法１４条の定める平等原則に違反することが明らかな場合であるとはいえない」とする（答弁書１１頁）。
　しかし、軍人軍属を含む戦争被害者に対する各種立法の制定過程等を見れば、これら補償を受けるものが、決して「一般国民と異なる」が故に補償の枠外とされているわけではないことは明らかである。
　以下、具体的に検討する。

（２）戦傷病者戦没者遺族等援護法制定の趣旨
　前述のように、戦時中、軍人・軍属を手厚く保護していた戦時災害保護法は軍事扶助法同様、ＧＨＱの指示により、１９４６（昭和２１）年９月に廃止された。
　これは、戦争指導者を始めとする軍国主義を廃絶するＧＨＱの立場からすれば当然のことであった。
　これに対し、当の旧軍人軍属、あるいはその遺族より恩給法復活が強く要望された。そこで、平和条約の発効を契機として、政府は戦傷病者および戦没者遺族に対する援護施策の準備を進め、第１２国会(１９５２（昭和２７）年)において、戦傷病者戦没者遺族等援護法が成立した。
　これは決して、「国家との身分関係」を根拠に制定されたものではない。
　１９５６（昭和３１）年度厚生白書は、この点について、次のように述べる。
　「太平洋戦争は、すべての国民に多大の惨禍をもたらしたが、なかにも軍人・軍属として動員されて戦没した者、傷痍を受けて不具廃疾となった者は最大の戦争犠牲者というべきで、その数は二〇〇万人を超えた。終戦前においては、これらの戦傷病者や戦没者の遺族に対して、恩給法および軍事保護の施策によって相当手厚い国の補償または援護の手がさし伸べられていた。これは当時の国策の反映としての意味が強かったものとはいえ、今日においても、これらの戦争犠牲者に対し国家財政の許す範囲において可能な限りの国家補償を行うべきことは、国民感情に支持され、広く是認されている要求であると言わねばならない。」
　すなわち、軍人・軍属は戦争における「最大の犠牲者」であるから「国家財政の許す範囲において可能な限りの国家補償を行うべきことは、国民感情に支持され、広く是認されている要求である」と考えられたからこそ、その復活が認められたのである。
　つまり、一般論としては、戦闘行為の最前線に立つ軍人・軍属の被害が規模も程度も最も大きいと考えられたからこそ、まずはその補償が企図されたのである。
　決して、「国家との身分関係」故に特別の補償がなされることになったわけではないのである。

（３）戦時災害援護法の立法過程の国会審議
確かに、戦時災害援護法案が国会提出された第７１回国会において、同法の適用にあたっては「国家との身分関係」が要求されることが確認されている。
しかし、他方で、１９７３（昭和４８）年６月２６日、参院社労委にて高木援護局長は、援護法が一般戦災者を適用除外している理由として、「最大の戦争犠牲者」である戦没者等からの緊急度の順に従い、かつ、国民の要望に応じて、逐次準軍属の範囲を拡大してきた点を答弁している（甲Ｂ１２の３の１１頁３段目、甲Ｂ１号証３７頁）。
　かかる答弁も、一般戦災者の補償を排除する趣旨ではなく、救済の順序をつけようとすることにある。

（４）名古屋空襲訴訟一審判決における判断
１９８０（昭和５５）年８月２９日に言い渡された名古屋空襲の第一審判決（甲Ｂ２４号証）においても、軍人・軍属との格差について、以下のとおり判断している。
すなわち、「公務員たる身分を有しあるいは国と使用者被使用者の関係にあった旧軍人軍属についてのみ援護法をもうけ、右身分を有しなかった民間被災者を同法の適用対象外とすることもあながち不合理な理由に基づく差別であると断ずることはできない」と述べながらも、「まず社会保障の見地に限れば、民間戦災者たると旧軍人たるとにかかわらず、同等の傷害を負った者に対しては同等の保障をなすのが当然であるうえ、戦争犠牲者に対する国家補償という面においても、国の遂行した戦争において傷害等を負った者は、民間戦災者であっても旧軍人軍属であってもその補償の必要性に原則的にはそれ程顕著な差異は認められず、ただ、旧軍人軍属が民間被災者と異なり、国から戦う義務を課せられて戦地等勤務を命じられ、生命の危険にさらされながら苛烈な環境下において戦いをなさざるを得ない立場にあったという事実を考慮すれば、旧軍人軍属については民間被災者より補償の必要性が強くなることが考えられるにすぎない。従って社会保障および国家補償の見地だけからすれば、旧軍人軍属と民間被災者の間に、顕著な援護上の差異をもうけることは、合理性を欠くものと言わざるを得ない」と判示した（甲２４号証８９頁４段目～９０頁１段目）。

（５）小括
　このように、そもそも軍人・軍属を中心にその対象が広がってきた戦
後の補償立法は、決して狭義の意味での「国家との身分関係」を要件と
して制定されたものではない。
　まさに、戦災者を補償することこそが国民感情に沿うものであるから
こそ（そしてそれは憲法上の要請でもある）、被害の規模や重大性を基本
にしながら、時々の政治的思惑に左右されながらも、すべての戦争被害
者の補償という究極の目的に沿って進んできたのである。

５　救済の民間人への広がり
（１）はじめに－徐々に広がる救済の範囲　
　援護関連法は、前述のように、一般的に被害が重篤であると考えられる、国との雇用・身分関係のある者から制定されていった。
　しかし、当然のことながら、その救済の範囲は徐々に広がってきており、「雇用・身分関係」では到底説明できない者にまで及んでいる。
　これはすべての戦争被害者の救済という憲法の究極の理念からすれば当然のことである。
　例えば、戦傷病者戦没者遺族等援護法は「準軍属」という概念を用い、国との雇用関係に限らず、実質的にそれに準ずる何らかの関係にあるものであっても、補償の対象としてきた。そして、沖縄戦の民間被災者に対しては、後に詳述するように、実態としてはただ単純に沖縄戦に巻き込まれて犠牲となった民間人についても「戦闘参加者」として扱い「準軍属」と認定することにより、援護法の対象としてきた。
このように、国は、実態として一部の一般民間人の犠牲者も補償の対象とする運用を行い、救済の範囲を広げていったのである。

（２）特殊な状況下にあった一般民間人への補償
　そして、国はその後も、国との雇用関係ないしそれに準ずる関係のない範疇のものに対しても、被害の悲惨さや救済の必要性、及びその時々の政治的配慮等から、以下に述べるように援護の対象としていったのである。
例えば、１９６２（昭和３７）年、「沖縄戦等協力者死没者等見舞金支給要項」が出され、死没者一人当たり２万円の見舞金が支給された。
　また、学童疎開のための船、対馬丸が米軍に撃沈されて死亡した学童等の遺族に対して、２万円の見舞金が支給された。
　さらに、原爆被爆者に対して、原子爆弾被爆者の医療等に関する法律（１９５７（昭和３２）年）、原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律（１９６８（昭和４３）年）、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（１９９４（平成６）年）等の立法が制定され、被爆者である多くの民間人が援護対象となった。
そして、中国残留邦人等にも新たな支援策がとられた。すなわち、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進の及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」が立法化され、６５歳以上の中国残留邦人に対して国民年金の満額支給と６０歳以上の残留邦人に対する支援給付（生活支援給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付等）がなされることになった。
  このような状況においてもなお、空襲の被災者への補償ないし援護をしないで済ませることはもはや許されない。既に多くの空襲の被災者が他界し、残された被災者らも高齢化し、体力も弱り始めている者が増えている今、残された時間はなく、その緊急性は極めて高いのである。　　

（３）沖縄戦被災者と空襲被災者との比較
ア　はじめに－沖縄戦被害者と空襲被害者との類似性
　　以下に述べるように、沖縄戦における被害者は、全くの一般民間人でありながら、「準軍属」と同様の補償を受けている場合がある。これは、「我が国唯一の地上戦の犠牲者」であることの特殊性と説明されるが、その実態は空襲被害者と大きく変わるところはない。
　　そこで、以下に沖縄戦災者の援護の実態について説明し、空襲被害者との類似性を述べる。

イ　沖縄戦被災者の援護の実態（甲Ｂ３２号証、及び同３３号証）
　　１９４５（昭和２０）年３月２６日、艦隊１５００隻、５４万余の大軍で米軍が沖縄本島に上陸した。この沖縄での地上戦での戦没者は正確に把握されていないが、一般住民３万８７５４名、戦闘参加者５万５２４６名、沖縄県出身軍人軍属２万８２２８名、県外出身日本兵６万５９０８名、合計２０万６５６名の犠牲者を出した、との記録がある。
　　このように、この沖縄戦においては、多くの一般住民の犠牲者を出したが、戦争病者戦没者遺族等援護法は、補償の対象を、「軍人軍属・準軍属であり、かつ、戦闘に際して公務もしくは国家の命令による死傷者のみ」としていたため、それ以外の一般住民の被害者は、戦傷病者戦没者遺族等援護法の対象外とされていた。
　　そこで、沖縄戦の民間人被害者の遺族らが、政府に対し、民間人にも同法の適用を求める運動を展開した。
　　これにより、日本政府は、沖縄が日本で唯一民間人多数を巻き込む地上戦が行われた地であることを理由に、実質的に民間人も同法の対象となるように、１９５８（昭和３３）年５月、以下のような運用を行うこととした。
　　すなわち、一般住民であっても戦闘に協力した「戦闘参加者」に該当すれば、援護法にいう「準軍属」に認定し、遺族給与金などを支給できるように改めた。そして、「戦闘参加者」に該当する場合は、以下の２０項目のいずれかに該当すればよいとされた。
　　すなわち、①義勇隊、②直接戦闘、③弾薬・食糧・患者等の輸送、④陣地構築、⑤炊事・救護等雑役、⑥食料供出、⑦四散部隊への協力、⑧職域による協力、⑨区村長としての協力、⑩壕の提供、⑪海上脱出者のくり船輸送、⑫特殊技術者、⑬馬糧菟集、⑭飛行場破壊、⑮集団自決、⑯道案内、⑰遊撃戦協力、⑱スパイ嫌疑による斬殺、⑲漁労勤務、⑳勤労奉仕作業、である。
　　要するに、これら２０項目のいずれかに該当する一般民間人は、援護法の適用対象となったのである。

ウ　「戦闘参加者」該当判断の運用実態
　一般住民が「戦闘参加者」に該当するとして援護法の適用を受けようとする場合、遺族が「戦闘参加申立書」を援護課に提出する。その際、関係者の現認証明を「死の状況」として添付するのが通例であった。
　例えば、一般住民が日本兵から壕を強制的に追い出されたりすれば、それだけで⑩「壕の提供」とされた。従って、そのために米軍に発見され死亡した場合には、援護法の適用対象となった。
　また、日本兵に食糧を強奪され餓えて死んだ場合であっても、⑥「食料提供」とされた。
　⑮集団自決にいたっては、住民が生きて敵のスパイとなることのおそれを自決によって自ら防止、その結果、軍の戦闘能力の低減の未然防止に寄与したと評価されたため、「戦闘参加者」に該当するとされた。ゆえに、例えば米兵に追われ、自決をせざるをえなかった者も⑮に該当し、「戦闘参加者」とされたのである。
　これらのことから明らかなように、上記２０項目のいずれかに該当し「戦闘参加者」として扱われた一般住民の多くは、地上戦の戦闘行為自体には加担しておらず、国や軍の命令を受けることもなく、単に悲惨な沖縄戦に巻き込まれ、死傷したものばかりである。形式的には、戦闘に参加したことになっているが、その実態はまさに空襲被災者と同じように、悲惨な戦争に単純に巻き込まれた民間人なのである。

エ　年齢制限の撤廃
　さらに、これまで戦闘時において６歳未満の児童は「戦闘参加者」として扱われていなかったところ、１９８１（昭和５６）年８月から、６歳未満の児童も援護法の対象となった。
　これは、同年１月に沖縄を訪問した野呂厚生大臣が、これらの者に対しても積極的に援護したいという意向を示したことから、「沖縄戦に参加した沖縄戦当時６歳未満の戦争病者及び戦没者遺族について保護者と一体となって行動せざるを得なかったため、保護者の戦闘参加の実態により戦闘参加者として援護法を適用し処遇」することが決められたのである（甲Ｂ３２号証１４頁）。
　すなわち、６歳未満であっても（たとえ０歳児であっても）、親の「戦闘参加」の状況によっては、「戦闘参加者」とされるようになったのである。
　しかし、６歳未満の者が、直接的な意味での戦闘参加をすることなどできないことはいうまでもない。これら６歳未満の児童が上記２０項目のいずれかに該当し、「戦闘参加者」として認定されてきたということはそれすなわち、６歳未満の児童がなすすべもなく戦闘に巻き込まれて犠牲になったことに対して、実質的にほぼ無条件で援護法の対象とするべく運用を変更したにすぎないのである。
　このことからも、形式は準軍属という認定を受けているとしても、その実態は、ただ単純に沖縄戦に巻き込まれ被災した一般民間人ということだけであって、国家との身分関係や、国・軍等からの命令も受けず、ただ、戦争の犠牲者となった者に対して援護法が適用されているのである。

オ　大城実氏の例
　沖縄靖国訴訟に原告として参加している大城実氏は、沖縄地上戦の逃避行の中で、左足太ももからふくらはぎを砲弾で打ち抜かれた。治療もできないまま意識が朦朧とする中で母と姉に担架に乗せられ逃げ続け、米軍に捕まった時には傷口から入った破傷風菌に侵され、太ももの付け根から足を切断して辛うじて助かった者である。大城氏は、戦後、戦争病者戦没者遺族等援護法の適用を受け、同法のもとで障害年金を受給しているのである（甲Ｂ３３号証８０～８１頁）。
　大城氏の例のように、一般人として戦争に巻き込まれ犠牲となり、あるいは体の一部に障害が残り、戦後、戦争病者戦没者遺族等援護法の適用対象とされた民間人は、他にも数え上げればきりがないところである。  
 大城氏の境遇は、まさに大規模戦闘行為に巻き込まれて犠牲になった民間人という点において、空襲被災者と酷似するといえるのである。

カ　空襲被災者との共通性
　沖縄戦の民間人被災者と空襲被災者には、以下のような共通性がある。
　すでに原告ら第１準備書面において詳述したように、空襲時において、民間人は、罰則をもって避難を禁じられ、また極めて不十分な（時には欺罔的な）情報しか与えられないまま、空襲により、被害を受けた。
　地上戦の舞台となった沖縄においても、犠牲となった多くの民間人は、日本軍の強制のもと、その意志に基づいた自由な避難も許されず、また当然、避難に必要な情報も与えられることなく、為す術もなく被害を受けたのである。
　国家の強制のもと、自由な避難も許されないまま、悲惨な被害を受けたという点において、両者は全く同じと言っても過言ではない。
　ところが、沖縄戦で犠牲になった民間人に対しては、遺族の要請を受け、援護法適用の対象としたにもかかわらず、空襲被災者に対しては、犠牲者・遺族が何十回にわたって立法要請・補償要請をしてきたにもかかわらず、これに対して援護法の適用を与える等の措置を講じられることはなかった。
　上記のような実質面を見れば、沖縄戦の被害者と、空襲被害者とを区別する合理的な理由は何ら存しない。
　沖縄戦の民間人だけ補償の対象となり、空襲被災者が補償とならないということに、もはや合理的な説明など誰もできるはずがない。

（４）小括
このように、現時点において、戦争被害者に対する補償に関して一般民間人を戦争被害の補償の枠外とすることに何らの合理性も見いだせない。

 ６　まとめ
以上見てきたように、戦争被害者に対する援護費関係の支出は、その主要なものである軍人軍属・準軍人に対しては、現在まで５０兆円以上と考えられる莫大な救済措置がとられてきており、かつ現在も毎年１兆円もの予算が組まれており、個別の補償内容を見ても、一般社会保障法の枠内での保障しか受けられない一般戦災者との格差は膨大である。
特に、障害年金の受給資格が厳格なため、一般被災者の多くは、障害年金を受け取ることができず、その結果、同じ戦争で同じ障害を被ったとしても、例えば、それが軍人軍属である場合と否とで、あまりに不均衡な格差が生じているのである。そして、この格差が、何年も何十年も積み重なり、埋めつくしようのない大きな格差、すなわち差別が生じているのである。
他方で、今見てきたように、援護の対象を受けるために国との雇用関係や身分関係を要求することは、現在では合理的な理由を見出すことはできないのである。
ゆえに、ただ単に一般民間人であることを理由として補償の対象外とすることは、空襲被災者への救済の放置であり、救済についての不平等に他ならないのである。
そうであるから、原告ら空襲被災者と、すでに補償を受けているそれ以外の戦争被害者を差別して、補償に差を設け、それを放置し続けることは、憲法１４条が規定する平等原則に明らかに反するものである。

第３　被告の主張に対する反論及び原告らの主張の整理・補充（その１）
－平成１７年最高裁判決を中心に
１　はじめに
　原告らは、前述のような、一般戦災者、特に空襲被害者に対する合理的な理由のない差別が長年継続している状態について、これを違法な立法不作為であると主張するものである。
　以下においては、被告主張の不当性とあるべき立法不作為の違法性判断の枠組みについて、平成１７年最高裁判決を中心に述べる。

２　最高裁判決を曲解する被告
　原告は、訴状において、立法不作為の違法性に関し、最高裁２００５（平成１７）年９月１４日判決（以下、単に「平成１７年判決」という。）が、それ以前の最高裁１９８５（昭和６０）年１１月１４日判決（以下、単に「昭和６０年判決」という。）を実質的に進化させたことを主張した。
これに対し、被告国は、答弁書において、このような原告の主張を合理的理由もなく無視し、ことさらに平成１７年判決が昭和６０年判決と変わるところがないとして、立法不作為の違法に関する判断枠組みを昭和６０年判決の狭い判断基準に引き戻そうとしている。
さらに被告は、そもそも、立法不作為の違法性の判断自体を回避しようとして、最高裁１９８７（昭和６２）年６月２６日判決（名古屋空襲訴訟最高裁判決）をもって、戦争被害に関する賠償がすべて閉ざされたとするかのような反論をしている。
しかし、現時点に立ってこれらの判決を理解すれば、①戦争による原告らの被害の補償はまさに憲法が要請するものであること、②その趣旨に基づいて戦争による被害者の補償の範囲が拡大されてきたこと、③にもかかわらず原告ら空襲被災者のみが補償の枠外に長年放置されていること、④このような状態は戦災者に対する補償を要請する憲法のもとで法の下の平等に反するものであること等の事情からして、原告らが違法に差別され救済を拒否されてきたことの賠償が認められなければならないことが明らかである。

３　原告らが本訴において請求するもの
　原告らが本訴において請求しているのは、空襲それ自体によって生じた身体的・精神的・財産的な損害ではない。戦後６４年が経過し、さまざまな議論を呼びながらも軍人軍属をはじめとして多くの戦災被害の救済策が講じられてきた中で、数にして最大の犠牲者である一般戦災被災者、特に原告ら空襲被害者の救済が放置されたことの違法を主張しているのである。　　　　　　　　
　この点、名古屋空襲訴訟に関する判決である最高裁昭和６２年６月２６日判決が判示するところは、結局戦争に起因する損害を救済するかどうかは立法裁量の問題であると述べたにとどまり、戦争に起因する損害はおよそ請求できないと言ったのではない。
　そして、国会の立法権も憲法のもとにある以上、その裁量にはおのずから限界があり、無限定ではありえないのであるから、仮に立法裁量の余地を認めるとしても、上位規範たる憲法に照らして、裁量権の逸脱または濫用の有無がさらに問題となるのである。

  ４　平成１７年判決における立法不作為の判断枠組み
（１）平成１７年判決の判断枠組み
　上記のとおり、立法不作為が違法となる要件は、平成１７年判決によって定立された。
　この平成１７年判決が出る以前から、昭和６０年判決に対しては、立法不作為の違法を認める範囲があまりにも狭くなり、その理由とするところについてもきびしい批判があった。平成１７年判決は、こうした批判を反映して、最高裁が実質的に立法不作為の違法について新たな枠組みを示したものと理解しなければならない。
　すなわち、平成１７年判決は、立法行為が国家賠償法１条１項にいう国または公共団体の違法な公権力行使にあたる場合について
「立法の内容又は立法不作為が国民に憲法上保証されている権利を違法に侵害するものであることが明白な場合や、国民に憲法上保証されている権利行使の機会を確保するために所要の立法措置を執ることが必要不可欠であり、それが明白であるにもかかわらず、国会が正当な理由なく長期にわたってこれを怠る場合などには、例外的に国会議員の立法行為又は立法不作為は国家賠償法１条１項の規定の適用上違法の評価を受けるものというべきである。」
としている。
　ここで示されたのは、
　①　「立法の内容又は立法不作為が国民に憲法上保障されている権利  を違法に侵害するものであることが明白な場合」
　②　「国民に憲法上保証されている権利行使の機会を確保するための所要の立法措置を執ることが必要不可欠であり、それが明白である」場合
　という事態であり、加えてこれらの事態があるにもかかわらず、
　③「国会が正当な理由なく長期にわたってこれを怠る場合」
　という時間的な経過を経てもなお是正されない場合に、国会議員の立
法行為又は立法不作為が国家賠償法１条１項の違法の評価を受けるとい
う枠組みである。

（２）平成１７年判決によって拡大された対象
　平成１７年判決は、在外国民の選挙権の行使について、平成１０年の公職選挙法改正までは全く対象とされず、改正後も衆議院小選挙区制選出議員の選挙および参議院選挙区選出議員の選挙について投票の対象とされなかったことについての判断であるが、上記の判断枠組みは公職選挙法の規定についてのみ定立されたものではなく、およそ立法行為についても憲法との関係で国民の憲法上保証された権利を侵害する内容または立法不作為があれば、国家賠償法上の違法行為となることがあるとした。
　また、昭和６０年判決が「国会議員の立法行為は、立法の内容が憲法の一義的な文言に違反しているにもかかわらずあえて当該立法を行うといった例外的な場合でない限り、国家賠償法１条１項の適用上、違法の評価を受けない」と立法不作為の違法性が認められる場合を極めて限定的に捉えていたのに対し、平成１７年判決は、上記①にあるように「立法の内容又は立法不作為が国民に憲法上保証されている権利を違法に侵害するものであることが明白な場合」としており、立法行為が国家賠償法上違法となる場合が明らかに拡大されている。
　加えて、昭和６０年判決が、主に立法の内容における明白な違憲性を例として上げているのに対して、平成１７年判決は、立法不作為による国民の憲法上の権利の侵害や、権利行使の機会を確保するために不可欠・明白な措置を執らなかったことも違法性の根拠となるとして、その範囲を広げている。
　このように、平成１７年判決は、立法不作為が違法となる範囲について明らかに拡大しているのである。

（３）本件への適用
　このように正しく理解した平成１７年判決を前提とすれば、本件における立法不作為の違憲性は明らかである。
ア　憲法上保障されている権利の侵害
　　本件は、先の戦争によって国民に生じた被害のうち、「軍人」「軍属」「その家族・遺族」「準軍属」「原爆被爆者」「抑留者」「引き揚げ者」「残留孤児」と補償の対象が順次拡大してきたにもかかわらず、空襲被害者については未だに放置されていることの違憲性を問うものである。
　　　同じく戦争による被害でありながら、補償を受ける集団と受けない集団があること、及びその不合理性については、次章以下で述べるが、その歴然たる格差とその格差が国の立法によってもたらされてきたことは、明白に憲法１４条の保証する国民の法の下の平等に反する事態である。

イ　合理的期間を遙かに徒過していること
　　　次に、いま一つ平成１７年判決において指摘された重要な点は、上記③にかかわって、「在外選挙制度を設けるなどの立法措置を執ることが必要不可欠であったにもかかわらず、前記事実関係によれば昭和５９年に在外国民の投票を可能にするための法律案が閣議決定されて国会に提出されたものの、同法案が廃案になった後、本件選挙（平成８年１０月２０日投票の衆議院総選挙）の実施に至るまで１０年以上の長きにわたって何らの立法措置も執られなかったのであるから、このような著しい不作為は上記の例外的な場合に当たり、このような場合においては過失の存在を否定することはできない」とした点である。
　　　本件においての立法に関する合理的期間経過については、第４の３でも後述するが、原告ら戦災被災者についての「戦時災害援護法案」は、１９８３（昭和５８）年を最後に法案が審議されることはなく、以後２６年にわたって放置されてきた。
　　　１４回にわたって提出された同援護法案によって、立法すべき内容は明確になっているのであり、本件において原告ら空襲被災者を救済する立法を放置したことは、もはや裁量権の範囲を明らかに逸脱した違法な不作為となっているのである。
　
第４　被告の主張に対する反論及び原告らの主張の整理・補充（その２）
－立法不作為に関する原告らの請求内容の整理
　１　立法義務の根拠と立法内容の明確性
これまで検討してきたように、本件原告らを含む一般空襲被災者は、戦傷病者戦没者遺族等援護法その他の立法により救済を図られてきた軍人・軍属の遺・家族等に比較して、一般社会保障の限度でしか保護を受けられず、看過しがたい格差が生じている。
そしてその放置による格差・不平等の拡大は、もはや誰の目から見ても合理的に説明できる状況にはなく、原告ら空襲被災者の人格権を著しく侵害するものであり、何よりも、法の下の平等を定めた憲法１４条に明確に違反するものである。
　　　そしてそれはまさしく、平成１７年判決の言う「立法の不作為が国民に憲法上補償されている権利を違法に侵害する場合」であり、そこで侵害されている権利とは、国政の上で一人一人の原告が人間としてその尊厳が尊重される権利（１３条）であり、国政の上で平等に取り扱われる権利（１４条）を意味する。
　　　本件で被告国の救済立法制定の法的義務に関する根拠は、原告らが長年にわたって被ってきた人権侵害の重大性と継続性、そして既に救済を受けている軍人・軍属等との格差を前提として、憲法１３条、１４条及びこれらを基礎づける関連条項（憲法前文、９条、１７条等）に求めることができる。
　　　なお、国の立法義務を論じる場合においては、対象となる救済立法の一義性・明確性も要求されるところとなるが、この点に関しては、既に国会に繰り返し「戦時災害援護法（案）」が提出されてきており（甲Ｂ１２号証の１０の４２頁４段目～４４頁２段目）、甲Ｂ１２号証の１１の３３頁２段目～３４頁３段目、甲Ｂ１２号証の１２の３０頁１段目～３２頁２段目、甲Ｂ１２号証の１８の２９頁２段目～３０頁３段目等）、また原告らが、先行する「戦傷病者戦没者遺族等援護法」「戦傷病者特別援護法」との差別を訴えている点からも、救済立法内容は十二分に明確なものとなっているものといえる。

  ２　被告国の反論の不当性について
上記原告らの主張に関して、被告国は２００９（平成２１）年３月４日付答弁書において、様々に主張しているので、以下これらの点につき原告らの反論を述べるとともにその主張を明確にする。
（１）原告らの主張する「違法な公権力の行使」及び「損害」の内容について
　既に訴状において明確に述べたとおり、原告らは国の救済立法の不作為（国家公務員たる国会議員の職務違反行為）が原告らの有する憲法上の権利（人格権・平等権）を継続的に侵害し続けてきたこと、及びこれが原告らに深刻な人権侵害を生じさせているという点で、これを「違法な公権力の行使」と捉えている。
そして、その違法な公権力の行使（不作為＝放置）により、原告らに生じた苦痛（それは日本国民の一人として人間らしく生きる権利を長年に亘って踏みにじられたという意味において、精神的・経済的損害の総体を反映する全人格的なものである）を損害賠償請求（及び謝罪請求）の対象としているものである。

（２）被告の答弁書中の主張の不当性
  これに対し被告は、上記答弁書（８～９頁）において、「・・原告らが主張する損害は、戦争犠牲ないし戦争損害として、国民が等しく受忍しなければならなかったところであり、『これに対する補償は憲法の予想しないところ』であるから、その損害に対して、社会福祉政策としての救済立法をしないことが、『国民に憲法上保障されている権利を違法に侵害することが明白な場合』に該当しないことは自明であるし、『国民に憲法上保障されている権利行使の機会を確保するために救済措置を講ずべきことが必要不可欠であり、それが明白である場合』に該当しないことも明らかである」と主張している。
  また同じく答弁書１０頁では、「・・・本件訴訟における原告らの請求は、要するに、先の大戦によって国民に生じた損害について、国に『補償』ないし『賠償』という形で救済するように主張するものであるから、その主張する損害が戦争損害に該当することは明らかである」としており、結論として「・・このように原告らの受けた損害は憲法の枠外の損害であって、それを賠償ないし補償すべき立法をしない不作為が国賠法上違法であると評価される余地はない」と締めくくっているのである。

（３）原告らの主張を曲解する被告の主張
　上記において整理したことからもわかるとおり、被告は原告らの主張を歪曲し、意図的に憲法の枠組みの外に追いやろうとする姿勢が明らかある。原告らは憲法の予想しないことを主張しているのでは決してなく、逆に真正面から憲法を根拠に国の立法不作為の違法を主張しているのである。
　原告らの国に対する最終的な要求内容が、「先の大戦によって国民に生じた損害について、国に『補償』ないし『賠償』という形で救済するように主張するもの」であることはその通りであり、そこで問題としている被害（損害）が、先の戦争により被った様々な戦争被害であることは間違いない。
  しかしながら、このような原告らの政治部門に対する政治的要求それ自体と、本件訴訟で司法府たる裁判所において主張している法的主張は別である。
　原告らは、裁判所を通じてストレートに「補償」そのものの実現を求めているものではない。繰り返すが、原告らは補償のための救済立法をつくってこなかった公務員の立法不作為の違法性を主張しているのである。
そして、その違法の核心は、一言で言えば、不合理な「差別」である。
　確かに、先の戦争が無惨な敗戦に終わったその時点に立って見るならば、その戦争によって生じた被害は、「軍人」「軍属」「その家族・遺族」「準軍属」「原爆被爆者」「抑留者」「引き揚げ者」「残留孤児」「空襲被害者」等の類型如何を問わず直ちに補償するべきだ、とは言い難かったかもしれない。
　しかしながら、戦争という同一の原因により被害を受けた国民の中から、例えば「国との雇用関係」などといった特定の要件を設定して特定のグループのみ抽出し、当該グループにのみ補償措置を与え、他方で「一般空襲被災者」という「グループ」にだけは一切の救済を拒否するとなれば、日本国憲法の規範構造（統治構造）の中で、国の行為により、補償立法の傘に中に入る集団と入らない集団が形成されることを意味する。
　このように、日本国憲法下において、意図的な国の行為により、「補償を受ける集団」「受けない集団」に区分けされたのであるから、その措置（取扱いの格差）に対し憲法上の規範が適用されることは当然の事である。もし国が「補償を受ける集団」「受けない集団」の区分けを違法に誤っていたとすれば、国家賠償法上違法の評価を受けることは当然にあり得ることである。
　従って「これに対する補償は憲法およそ予想しないこと」であるとか、「およそ国賠法上の違法評価を受ける余地はない」とする被告主張は根本的に誤った法解釈をしているものと言わざるを得ない。

（４）格差（差別）を正当化する合理的理由（裁量権の逸脱または濫用）について
　立法不作為の違法を検討するにあたっては、立法府の持つ裁量権の逸脱または濫用の有無を検討することは当然であるが、これまでに主張してきたところからも、空襲被災者の原告らのみが、他の戦争犠牲者・戦争被害者と切り離され、補償の埒外におかれるべき合理的理由は全くない。
しかも、救済立法の枠内にいる軍人・軍属等に付与される補償内容との格差は、前記の通り拡大の一途をたどっているのであり、その放置は、絶対に容認できないところまで来ている。　
　一方で、今般国から提出された答弁書においては、この差別の合理性に関する記述は僅かに「・・・（軍人・軍属に関する援護法や被爆者援護法は）・・これらの法律により援護の対象となる者は、一般国民と異なるものとしての保護を受ける合理性を有するものであるから、空襲被害者に対する立法の不作為が憲法１４条の定める平等原則に違反することが明らかな場合であるとはいえない」とある部分だけであり（答弁書１１頁「立法不作為と憲法１４条」）、しかもそこで述べられているのは、「一般国民と異なるものとしての扱いの合理性」であり、なぜ空襲被災者である原告らだけが、軍人・軍属等に比較して差別されているのかの「合理性」に関しては一切何らの説明もなされていないのである。
　すなわち、原告らだけが、戦後補償措置から取り残され、未だに何らの対処もなされていないで放置され続けていることについての合理的理由は被告答弁書においても実質的な主張はないのである。
　原告らが現在においても被っている格差や権利侵害の重大性に鑑みれば、次に述べる立法に向けた合理的期間を遙かに経過した今日、立法府における裁量権を観念することはもはや出来ず、被告国の立法不作為は裁量権を著しく逸脱した明確な違法状態と評価せざるを得ないものといえるのである。

　３　立法に関する合理的期間の経過について
　訴状において主張の通り、立法府（国会）が救済立法を行うにあたっての合理的期間は既に経過している。とりわけ以下に記載の各点は、本件立法の必要性に関する国の認識を検討する上で特に重要なものである。
（１）繰り返される法案提出と国会における園田厚相の答弁
  訴状において主張の通り、１９７３（昭和４８）年６月２６日、第７１回国会において、須原参議院議員は、援護法や戦傷病者特別援護法（１９６３（昭和３８）年法１６８号）による軍人補償と同様に、一般戦災者にも国家補償を行うことを趣旨とする「戦時災害援護法案」（以下、戦災援護法案）を提出した。
これ以降、同法案は１９８９（平成元）年第１１４回国会まで１７年にわたり計１４度提出される（参院社労委付託）。当初は社会党議員の単独提出であったが、後に共同提案となり、第９６回国会（１９８１～８２年）と第９８回国会(１９８２～８３年)には、全野党７党７議員による共同提出となる。
　しかし全１８会期にわたって継続審査ないし審議未了となり、参議院すら通過していないが、この間の国会審議の中で、一般戦災被災者援護に関する立法上の必要性が十分に認識されている（甲Ｂ１２号証の２～１９）。
　特に、１９８１（昭和５６）年第９４回国会での園田直厚相（当時）の答弁は特筆するべきものである（甲Ｂ１２号証の１２）。
まず「身分関係」に関し園田厚相は、国家召集の有無で「区別するのは理論的には間違い」で、「ひどい目に遭われた程度によって区分するのが本当の私は理屈だと思います」と述べた（甲Ｂ１２号証の１２の７頁４段目）。
　また、多くの自治体で一般戦災者の補償を求める決議がなされている動向について、自治体が「それぞれの立場で実施しておられる施策で」、政府は「それをとやかく申し上げる筋合いのものではない」とした厚生省（持永和見援護局長）の消極的姿勢（甲Ｂ１２号証の１２の１３頁４段目）に対し、園田厚相は「福祉行政で地方公共団体の方が一歩先に」「行き過ぎておるんだから国としてはやる意思はない」とする考え方は「間違いで」、「進んでいる地方公共団体を抑えるのではなくてその水準まで国がどうやって追い付くかという努力をするという方向に切りかえていかなきゃならぬ」と批判した（甲Ｂ１２号証の１２の１４頁１段目）。
　同厚相はさらに、「大変な災害で戦地に行った人よりもひどい思いをした人」は内地にも沢山おり、「戦後処理が終わったなどという傲慢な考え方を持っておりません」（甲Ｂ１２号証の１２の７枚目４段目）、また経済状況等も戦後混乱期に此べ大分変わり、すでに一般戦災者を「援護法の中に繰り入れる」か、「別個にこれを特別な枠内で」考えるかの時期にあるとし、「できないからいいんだ」「じゃなくて、できない中に何とか正しい道を進める努力をするのが政府の仕事である」（甲Ｂ１２号証の１２の１３頁３段目）と言明したのである。
　この園田厚相答弁から２８年、未だに被告は、この時園田厚相の答弁した政府の仕事を全く実行していないのである。

　（２）裁判所による救済の契機
　１９８０（昭和５５）年８月２９日言渡しの、名古屋空襲の第一審判決（甲Ｂ２４号証）においては、「公務員たる身分を有しあるいは国と使用者被使用者の関係にあった旧軍人軍属についてのみ援護法をもうけ、右身分を有しなかった民間被災者を同法の適用対象外とすることもあながち不合理な理由に基づく差別であると断ずることはできない」と述べながらも、「まず社会保障の見地に限れば、民間戦災者たると旧軍人たるとにかかわらず、同等の傷害を負った者に対しては同等の保障をなすのが当然であるうえ、戦争犠牲者に対する国家補償という面においても、国の遂行した戦争において傷害等を負った者は、民間戦災者であっても旧軍人軍属であってもその補償の必要性に原則的にはそれ程顕著な差異は認められず、ただ、旧軍人軍属が民間被災者と異なり、国から戦う義務を課せられて戦地等勤務を命じられ、生命の危険にさらされながら苛烈な環境下において戦いをなさざるを得ない立場にあったという事実を考慮すれば、旧軍人軍属については民間被災者より補償の必要性が強くなることが考えられるにすぎない。従って社会保障および国家補償の見地だけからすれば、旧軍人軍属と民間被災者の間に、顕著な援護上の差異をもうけることは、合理性を欠くものと言わざるを得ない。」と判示した。
　またさらに「いかなる法的補償措置を講じていくかについては、なお、　国の立法府たる国会の裁量の範囲に属するのであって、援護法制定が右裁量の範囲を逸脱し、又は、不合理な理由による差別立法であると認められない以上、同法が日本国憲法１４条１項に違反する旨原告らの主張はとり得ない。」と述べながら「もちろん戦後３０年以上経た今日においても、十分な補償を受け得ず、今なお戦争による傷跡に苦しみつつ日々の生活を送っている民間戦災者が存在することは原告らの弁論の全趣旨に徴して容易にこれを窺い知ることができるのであって、これらの人々に対し、国が国家補償の精神に基づきできるだけ広範囲にわたって援護の措置を講じていくことが望まれる」と判示しているのである。
この名古屋地裁判決からさらに２９年が経過した今日、空襲被災者救済の立法を放置し、原告らを差別し続けている被告の行為（不作為）は、もはや裁量権の範囲を逸脱した違法な行為という評価を受けなければならない。

（３）合理的期間は既に経過している
以上に検討した点からも、既に立法に必要な合理的期間を経過しているものといえる。

第５　総括
　本件訴訟で原告らは、先の戦争に基づく戦争被害を救済しない政治の怠慢に対し、その肩代わりを裁判所に担って欲しいと要求しているのではない。
　原告らが司法の遡上に載せているものは、継続する重大な人権侵害（放置）と差別の違法性（著しい不合理）という問題である。つまりは人権問題への救済を司法に提起しているのである。これからも原告らは、
①　差別の違法性（著しい不合理）
②　継続する重大な人権侵害（放置の実体）
　の２点につき、主張を補充し、必要な立証を尽くす所存である。
政治部門との対比において、司法裁判所の持つ固有の任務は、違法な人権侵害の救済、特に少数者の人権保障、という機能である。
戦後６４年を経過し、戦争被害者は、ますます高齢化し、亡くなっていく者も多い。その絶対数、国政に対する発言力という観点からすれば、すでに少数者と言わざるを得ない。このような少数者の人権を保障することこそが司法に求められる役割である。
　裁判所は「差別と人権」の問題から逃げてはならない。
　この問題に対し真正面から向き合い、原告らの置かれた状態が違憲状態・違法状態であることの宣言（宣告）とともに、原告らの侵害された権利救済を図られるよう重ねて求めるものである。

以　　上
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